
 

 

研究開発課題概要書（基盤研究） 

 

１．課題名（研究開発期間）【環境研究グループ】 

被災後における BCP・LCP 実現のための建築物の総合的な防災対策に関する基礎的

検討 

（平成 27 年度～平成 27 年度） 

 

２．背景・目的・必要性 
 東日本大震災においては、地震によって建築物・設備に被害が生じただけでなく、津

波よって市街地が壊滅的な打撃を受け、大規模かつ長期間にわたる電源、ガス、上下水

道インフラの途絶が発生し、電源、上水の復旧に数ヶ月、下水道に至っては数年を要し

た事例もあり、これらにより災害拠点となる建築物や、被災者の生活拠点とすべき建築

物の機能が失われた。 
 災害拠点となる建築物については、現在総合技術開発プロジェクト「災害拠点建築物

の機能継続技術の開発（平成 25 年度～28 年度）」が実施されている。 
 この研究では、外壁脱落を考慮した設計法、飛来物対策評価法、損傷制御設計法、非

共振天井設計法、低抗力津波非難ビル等に関する技術開発と、災害拠点における設備シ

ステムに関する調査が実施されており、これらの成果は、ガイドラインとして取りまと

められる見込みである。 
 この研究のうち、設備システムに関する調査では、東日本大震災で被災した自治体等

へのヒヤリング調査、災害拠点に有用な設備技術（防災用電源、給排水衛生設備、照明、

防災設備等）に関する情報収集が進められており、既存の技術で対応可能な事項がガイ

ドラインとして取りまとめられる見込みである。 
 現在普及が進みつつある太陽電池、建築基準法に基づき設置される非常用照明装置、

非常用発電装置等を被災後の BCP、LCP において有効に活用できるようにするために

は、現在、一般的に使用されている技術を改善・法令に基づく技術基準の手直し等が必

要となるが、この総プロでは、既存の技術では有効な対策を講ずることが困難な事項や、

建築基準法、消防法等に基づく技術基準の見直しが必要な事項については、検討対象と

していない。 
 平成２５年３月１８日に公表された「南海トラフ巨大地震の被害想定（二次報告）」

では、被災後、約２７１０万人が電力、３４４０万人が上水インフラ、３２１０万人が

下水インフラの途絶に見舞われることが想定されており、復旧については、最も厳しい

地域で電源については約２週間で９５％復旧（電源調整、電信柱）、上水については約

７週間で９割復旧、下水については約５週間で９割復旧（下水処理場のみ）との見込み

が示されている。 
 災害拠点における機能継続は BCP（事業継続）を主たる目的とするものであるが、

 



 

 

被災後、機能を発揮するための必要条件の一つは、被災者が災害拠点となる建築物の許

容量を超えて集中しないことであり、上記のような広域・長期に渡る災害については、

市街地の住宅等における LCP（生活継続）が非常に重要である。 
 しかし、現時点においては、住宅・建築物の BCP・LCP において実装できている機

能水準は、上記の被害想定にはるかに及ばず、電源 3 日、水源１週間程度が上限となっ

ているのが現状である（トイレ機能の確保については、「大災害に対応したインフラの

途絶に対応した超々節水型衛生設備システムの開発」（平成 26～27 年度）により検討中）。 
 このため、本検討においては、大規模災害に対応した建築物単体の BCP、LCP を実

現するための建築計画・設計、設備技術に関して文献等を収集・分析するとともに、有

識者、実務者等を対象としたヒヤリングを実施することにより、「被災後の BCP・LCP

に資する建築物の総合的な防災技術の開発（仮称）」プロジェクトのフィージビリティ

スタディを実施しようとするものである。 
 

３．研究開発の概要 

 大規模災害に対応した建築物単体の BCP、LCP を実現するための建築計画・設計、

設備技術に関して文献等を収集・分析するとともに、有識者、実務者等を対象としたヒ

ヤリングを実施することにより、「被災後の BCP・LCP に資する建築物の総合的な防

災技術の開発（仮称）」プロジェクトのフィージビリティスタディを実施しようとする

ものである。 
 

 

４．達成すべき目標 

「被災後における BCP・LCP 実現のための建築物の総合的な防災技術の開発（仮称）」

プロジェクト」を立案するための基礎的資料として活用する。 

 


